
余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
市健康増進計画の推進体制に位置付けられている会議体であり、委員構成は必要最 市民への健康づくりの推進のため、一般市民を委員とす
小限である。 る本協議会を開催し、「わくわく元気PLUS+」「QUPiO　

+」「禁煙キャラバン」などの事業についてご理解を得
ることが、市民周知にも繋がるため、継続して実施して
いく必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
「わくわく健康プラン東くるめ」の進捗をチェックする役割を効率的に行っている
。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100201 健康づくり推進協議会事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

（市）東久留米市健康づくり推進協議会設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

健康づくりを推進するための関係機関・団体・市民代表からなる１４名の委員
対象

事業内容 健康づくりに関連する組織からの代表と一般市民から構成される協議会で年２回開催。

・

活動手段

目的 市民の健康づくりの啓発及び各種事業の推進、健康づくり計画の調整・協議

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 230 214 222

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 230 214 222

人件費（理論値）②　（千円） 269 310 327

トータルコスト①＋②　（千円） 499 524 549

単位当たりコスト　（円） 249,500 262,000 274,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の



千円） 2,005 2,052 2,102

単位当たりコスト　（円） 4,707 5,732 7,150

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都で実施している大気汚染医療費助成制度の申請を東京都に代わって受理する 申請手続きが市民にとって身近な市の窓口で出来ること
もので、臨時職員賃金文の２分の１が医療保険政策区市町村包括補助によって賄わ により、市民の利便性を高めているため、引き続き受託
れている。 して実施していく。
正規職員が関わる部分の人件費は持ち出しとなっている。２７年度から新規申請は
１８歳未満とされ、それ以前に比べて申請件数は減っている。

効率性 １ 達成度 ３

説明
市の事務ではないが、東京都からの受託を免れない。
「効率性」について、臨時職員賃金分医療保険政策区市町村包括補助で賄われてい
ることに変化はないが、平成29年度までは10/10であった補助率が、平成30年度は1
/2補助となったことで、市の持ち出し分が増加したことにより「1」となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100202 大気汚染医療費助成受付事務
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 大気汚染医療費助成条例（東京都）

大気汚染に健康障害者に対する医療等の助成に関する条例（及び施行規則）（東京都）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

気管支ぜん息にり患し、都内に引き続き１年以上住所を有し、健康保険等に加入している市民
対象

（新規申請は18歳未満のみ）

事業内容 東京都で実施している大気汚染医療費助成制度の申請を東京都に代わって受理する。

・

活動手段

目的 大気汚染の影響を受けると推定される疾病にかかった者に対し医療費を助成する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 申請件数 単位 件

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

426 358 294

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,832 1,874 1,915

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,832 1,194 2,249

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 680 0
一般財源

一般財源 0 0 △334

人件費（理論値）②　（千円） 173 178 187

トータルコスト①＋②　（
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単位当たりコスト　（円） 487 519 559

目標達成率　（％） 100 98 81

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都薬物乱用防止推進東久留米地区協議会と共同して、薬物の害についての啓発 薬物乱用防止に係る市の事業は他にないため、今後も地
活動を行う事業である。市側の主たる業務は、中学生から薬物乱用防止に関するポ 区協議会の役員の協力を得て続けていく。
スター・標語を募集し表彰等を行うことである。 地区協議会の役員の世代交代と協議会委員のなり手が不

足していることが課題である。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
地区協議会には東京都から直接に助成金と委託金が支払われており、学校の啓もう
活動等で年間３０日以上の活動実績があるが、市が支出している事業費は少ない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100203 薬物乱用防止推進事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・大麻取締法　・麻薬及び向精神薬取締法

・覚醒剤取締法　・阿片取締法　・薬事法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (都から地区協議会へ委託料交付 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立中学校生徒
対象

事業内容 市立中学校へ薬物乱用防止に関するポスター・標語を募集し表彰する。

・ 地区協議会指導員による啓発講演を行う。

活動手段

目的 薬物乱用は、肉体と精神へ悪影響があることを周知する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 市立中学校生徒数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

2,699 2,568 2,539

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 ポスター・標語応募者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,400

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 2,400 2,400 2,400

実績値 2,391 2,342 1,949

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 76 65 82

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 76 65 82

人件費（理論値）②　（千円） 1,239 1,267 1,337

トータルコスト①＋②　（千円） 1,315 1,332 1,4



度

事業費（実績額）①　（千円） 2,754 6,152 10,127

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 961 1,688 4,492

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 961 1,688 2,023
一般財源

一般財源 832 2,776 3,612

人件費（理論値）②　（千円） 8,711 7,090 8,410

トータルコスト①＋②　（千円） 11,465 13,242 18,537

単位当たりコスト　（円） 220,481 294,267 223,337

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
市健康増進計画（第2次）に基づき、健康づくり推進部会のメンバーと協働して、 健康増進のための各種の取組みを、健康づくり推進員と
計画を推進している。第Ⅱ期(H30～31年度)で委嘱している部会委員は４２名とな 共に市民協働により推進している。委員として活動に参
っており、わくわく元気PLUS＋や禁煙キャラバンをはじめ、多くの健康づくり事業 加すること
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政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法　

（市）健康増進計画、東久留米市健康づくり推進協議会設置要綱   

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 健康づくり推進部会を開催し、健康づくり推進員（推進員）の人財育成と共に、推進員による取組みを企画・運

・ 営している。推進体制として東くるめわくわく元気ｐｌｕｓ＋、ウォーキング等、7つの生活習慣に関する取り

活動手段 組みを通して、健康づくりを市民に広める。

目的 市健康増進計画「わくわくプランん東くるめ」を市民・関係機関・行政で協働して推進するため、推進員活動等

・ を通して、市民の健康意識を高める活動に取り組む。

意図 市民一人ひとりの健康づくりとそれを支える地域社会づくりを目指す。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 部会および活動開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

52 45 83

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 推進員および取組み参加者のうち「健康づくりを意識した」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年



善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
市民の生活習慣病予防のために、管理栄養士と保健師が、最新の情報も踏まえてプ わくわく健康プラン東くるめ（28年度～36年度）に、健
ログラムを作成し、栄養（調理）指導を含めて実施している２日間コースの健康教 康管理のための普及啓発事業として位置付けており、継
育である。より予防的な効果をねらい、母子保健事業との連携により、子育て世代 続して実施していく必要がある。
も参加できるよう保育付きで実施している。参加者は正しい知識を得ると共に、今 調理室を使用するため、わくわく健康プラザでの開催と
後の生活習慣改善の目標を立てて取り組むに至っている。 なり市の全域から参加を図ることに課題があるが、くる
今後は、健康教育事業へ統合していく。 ぶーの利用が可能なことも併せて周知していくなど、参

加者を増やす工夫をしていく。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
平成３１年度　延べ参加人数は４６人（うち、４０歳未満は３名）
（都）健康診査補助（2/3）

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100205 健康セミナー事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 生活習慣病予防に関する病態別講座と調理実習を１コース２回で開催。

・

活動手段

目的 市民が生活習慣病予防について正しい知識を持つことで、健康づくりに取り組むきっかけとなる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

4 4 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者のうち「生活習慣病予防の知識が得られた」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 95 95 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 504 308 386

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 193 197 252

（実績額）」に その他 8 8 10

係る財源 特定財源に伴う一般財源 97 99 124
一般財源

一般財源 206 4 0

人件費（理論値）②　（千円） 338 354 374

トータルコスト①＋②　（千円） 842 662 760

単位当たりコスト　（円） 210,500 165,500 190,000

目標達成率　（％） 105 105 100

評価

業務フローに改



たりコスト　（円） 118,250 118,667 118,500

目標達成率　（％） 111 111 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
ライフステージに応じた健康づくりについての健康教育事業である。新型コロナウ わくわく健康プラン東くるめ（28年度～36年度）に、健
ィルス感染症拡大予防のため、予定していた女性の健康づくり教室は中止となった 康管理のための普及啓発事業として位置付けており、継
。実施できたロコモ講演会と運動教室の参加者は、正しい知識を得られ、今後の予 続して実施していく必要がある。
防的な取組みをするきっかけとなっていた。 参加者を増やしていくことが課題であり、くるぶーの利
今後、健康教育である健康セミナー事業を本事業に統合する。 用が可能なことも併せて周知していくなど、工夫してい

く。

 

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成３１年度　延べ参加者数　３９人
（都）健康診査補助（2/3）

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100206 健康教育事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (４市の実施内容・体制は違う )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 ライフサイクルにあった健康づくりの情報提供として以下の事業を開催。

・ ・女性のための健康教室　・ロコモティブシンドローム予防講演会および運動教室

活動手段

目的 ライフサイクルにおける身体の変化について正しい知識を得て、自分にあった健康づくりに取り組むきっかけと

・ なる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業の開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

4 3 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者のうち「生活に取り入れられそうなことがあった」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 90 90 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 126 143 97

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 84 95 48

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 42 48 24
一般財源

一般財源 0 0 25

人件費（理論値）②　（千円） 347 213 140

トータルコスト①＋②　（千円） 473 356 237

単位当



43,727

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
妊娠期から高齢期までの食事健康相談希望の市民が、気軽に利用できる個別相談事 わくわく健康プラン東くるめ第２次（平成28年度～令和
業となっている。母子保健事業と連携することで、子育て中の若い世代の方にも利 6年度） において、ライフステージに合った食事につい
用してもらい、より予防的な支援ができている。 て情報提供を行うとしており、生活習慣病対策において

極めて重要な要素である食事について、相談を通して情
報提供を行うものであり、継続して実施していく必要が
ある。

効率性 １ 達成度 ３

説明
相談件数　延べ数　35人（平成30年度は20人）
昨年度は、相談件数が少なかったため費用が減少していた。平成31年度は、本来の
相談数となり、事業体制として個別相談であるため昨年度より人件費等が増加して
いる。
（都）健康診査補助（２／３）を活用して、事業費を多くかけずに実施している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100207 健康相談事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

妊娠期から高齢期までの食事・健康相談希望の一般市民
対象

事業内容 食生活や健康に関する個別相談を管理栄養士、保健師が行う。

・

活動手段

目的 食事や健康の不安について助言を聞くことで、食生活改善や疾病予防について知り、健康維持・増進を図ること

・ ができる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

11 11 11

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談者のうち「自分に合った食事や健康づくりの内容が理解できた」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 190 115 182

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 77 78 65

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 38 37 33
一般財源

一般財源 75 0 84

人件費（理論値）②　（千円） 286 248 299

トータルコスト①＋②　（千円） 476 363 481

単位当たりコスト　（円） 43,273 33,000



記「事業費 特定財源 都 1,345 937 554

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,345 937 554
一般財源

一般財源 1,504 1,235 14

人件費（理論値）②　（千円） 9,578 4,431 4,205

トータルコスト①＋②　（千円） 13,772 7,540 5,327

単位当たりコスト　（円） 10,887 12,280 10,569

目標達成率　（％） 93 96 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
健康づくりに寄与する取り組みを決め、それを実行することで「わくわく元気PLUS 健康に無関心な方に、日頃の取組みの重要性に気づいて
+カード」を入手すると、協力店舗からお買い物の特典的なサービスが提供される いただくためのポピュレーションアプローチ型の事業で
仕組みである。本事業の周知活動を通して、健康無関心層の多い若い世代の健康づ あり、産業政策課と東久留米市商工会の協力、そして健
くりにもつながっている。本事業のボーナスポイント項目に位置付けて
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くわく元気ｐｌｕｓ＋事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）健康増進計画

（市）まち・ひと・しごと地域創生総合戦略

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

１８歳以上の市民、在勤者、在学者等
対象

事業内容 シートで2週間の健康づくりの取組みと健診受診などボーナスポイントをためて申請すると、市内店舗で利用で

・ きるお得なカードを発行。生活の中で気軽に楽しく健康づくりに取り組むことができる仕組みにより市民の健康

活動手段 意識を高めていく。

目的 市内産業と連携し、市民が｢お得に｣｢楽しく｣健康づくりに取り組む仕組みをつくることにより、健康無関心層も

・ 含めた市民の健康意識を高める。社会貢献および社会参加も促していく。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 カード申請数 単位 枚

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1,265 614 504

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 アンケート回答者のうち、健康づくりを意識して行った人の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 85

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 85 85 85

実績値 79 82 81

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,194 3,109 1,122

国 0 0 0

上



財源
一般財源 2 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 238 5,494 6,541

トータルコスト①＋②　（千円） 262 9,980 11,632

単位当たりコスト　（円） 131,000 1,663,333 1,057,455

目標達成率　（％） 120%以上 120%以上 88

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成28年の自殺対策基本法の一部改正により、市自殺対策計画策定が義務付けされ 令和2年度から5年度までの計画に沿って、市民向けにゲ
た。平成30年度は、計画策定の基礎資料とするための実態調査を実施した。令和元 ートキーパー講習を実施するなど、自殺死亡率の減少を
年度は庁内の自殺対策推進連絡会2回及び部会3回、外部委員による自殺対策推進協 目指して継続して取り組んでいく。
議会3回を開催し計画を策定した。また、市民向けの講演会及び職員研修は継続的 新型コロナウイルス感染症の影響で、仕事を失ったり事
に実施していく。 業の休止を余儀なくされている市民が増えていると考え
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務事業名 100209 自殺対策事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）自殺対策基本法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市自殺対策推進協議会委員及び東久留米市自殺対策推進連絡会（部会含む）委員
対象

事業内容 東久留米市自殺対策推進協議会及び東久留米市自殺対策推進連絡会（部会含む）の開催

・

活動手段

目的 自殺死亡率の減少を目指し、東久留米市自殺対策計画策定及び自殺対策の推進に関する検討を行う。

・ 具体的には、計画に位置付けられた取組や事業（庁内連携体制、人材育成、周知啓発等）の実施についてＰＤＣ

意図 Ａサイクルの視点で進捗管理をしていく。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議および事業の開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

2 6 11

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 自殺死亡率（３年間の平均） 単位 人口10万対

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 14

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 15 15 14

実績値 10 9 16

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 24 4,486 5,091

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 11 2,972 3,372

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 11 1,514 1,719
一般



成率　（％） 97 99 93

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
狂犬病予防法に基づき、東久留米市獣医師会の協力を得て、畜犬の登録業務と狂犬 畜犬の登録管理及び狂犬病予防のために必要な事業であ
病予防接種を実施する事業である。狂犬病予防接種は、春季に市内５か所の屋外の り、継続して実施していく。
会場で集合注射方式で延べ３日間実施している。法律に基づく事務で、制度改正の
余地はなく、業務フローも改善の余地は少ない。
３１年度は、「市町村狂犬病予防・動物愛護管理事務主管担当会議」の幹事市を担
った。

効率性 １ 達成度 ３

説明
予防接種費は全額飼い主の負担であり、人件費分が持ち出しとなる。会場によって
は希望者が少なく、事務要員が過剰になってしまう面はある。また、雨天では衛生
面の配慮から獣医師の判断で中止になる場合もある。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100210 犬の登録及び狂犬病予防接種事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・狂犬病予防法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内の犬
対象

事業内容 健康課で登録、再交付、転入等変更届の手続きが出来る。

・ 獣医師に注射済票等交付手続きを一部委託している。

活動手段 ４月には市内５箇所で集合注射をしている。

目的 犬の適切な管理により狂犬病の発生を防ぎ、市民の健康を守る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 狂犬病予防接種頭数 単位 頭

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

3,725 3,714 3,659

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 狂犬病予防接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 85

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 77 77 80

実績値 75 76 74

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,278 2,242 2,976

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 2,278 2,242 2,976

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 949 1,330 1,402

トータルコスト①＋②　（千円） 3,227 3,572 4,378

単位当たりコスト　（円） 866 962 1,197

目標達



りコスト　（円） 9,075 9,114 12,090

目標達成率　（％） 95 103 109

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
法律に定められた感染症が発生した場合、速やかに消毒作業等を行う必要がある。 新型インフルエンザ等の感染拡大を想定して、救護活動
特に新型インフルエンザ発症時に備え、「東久留米市新型インフルエンザ等対策行 や消毒作業に関わる職員等への感染を防ぐため、防護服
動計画」に基づき、防護服等の配備を管理する事業であり、業務フローに改善の余 等の備蓄を計画的に行ってきた。
地はない。 令和2年度の新型コロナウイルス感染症の蔓延で、その

備えを活かすことが出来た。消毒事務の委託も含め、今
後も継続して実施していく必要がある。

効率性 １ 達成度 ３

説明
感染症対策においては、効率性は問わず、消耗品の更新をしながら計画的に備蓄を
続けることが極めて重要である。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100211 感染症予防事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症予防法）

・新型インフルエンザ等対策特別措置法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内の感染症患者
対象

事業内容 患者が発生した場合の消毒等の契約締結。新型インフルエンザ発生時の感染防止対策。

・

活動手段

目的 感染症の予防とまん延の防止を図り、公衆衛生の向上増進を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 新型インフルエンザ等対策用防護服購入数 単位 着

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

280 280 200

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 備蓄数 単位 着

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 3,500

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 3,500 3,500 3,500

実績値 3,330 3,610 3,810

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 808 779 549

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 808 779 549

人件費（理論値）②　（千円） 1,733 1,773 1,869

トータルコスト①＋②　（千円） 2,541 2,552 2,418

単位当た



61 9,061 9,088

単位当たりコスト　（円） 27,953 27,794 30,599

目標達成率　（％） 109 100 85

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
5がん検診事業は一般財源化されていて国から特定財源が入らないが、20歳時の子 無料で受けられる健診の機会であるので、更に受診率を
宮頸がん検診と40歳時の乳がん検診については、「新たなステージに入った総合支 上げるように工夫しながら、継続して実施していく。
援事業」としてわずかながら国補助金が入り、クーポン券を活用することで無料で
検査を受けることが出来る。そのため、他の年齢の対象者に比べて、受診率は高く
なっている。

効率性 ２ 達成度 ２

説明
国の疾病予防対策事業等補助金を活用して効率的に実施している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100212 がん検診推進事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん検診推進事業実施要綱（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

平成30年4月1日現在、【子宮頸がん検診】20歳の女性、【乳がん検診】40歳の女性
対象

事業内容 ・【子宮頸がん】問診・視診・内診・子宮頚部の細胞診の実施

・ ・【乳がん】問診・視触診・マンモグラフィ検診（乳房エックス線検査）の実施　

活動手段

目的 国のがん対策事業で受診率を最終的に50％まで引き上げる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

317 326 297

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 22

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 22 24 26

実績値 24 24 22

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,795 3,881 3,626

国 642 700 727

上記「事業費 特定財源 都 1,142 1,148 1,104

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 2,011 2,033 1,795
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,066 5,180 5,462

トータルコスト①＋②　（千円） 8,8



記「事業費 特定財源 都 54 58 61

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 153 196 168
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 433 443 467

トータルコスト①＋②　（千円） 640 697 696

単位当たりコスト　（円） 537 582 522

目標達成率　（％） 105 114 79

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
５がん検診を受けて「要請密」と判定された市民の二次検診の受診状況を把握し、 単に一次検診の受診率を向上させるだけではなく、精度
未受診率を減らし、早期発見早期治療を図るための事業である。 管理について国・東京都から強く指導を受けており、継

続して実施していく必要がある。

効率性 ４ 達成度 １

説明
丁寧に受診勧奨を行って、がんの発見に繋げており、臨時職員も活用して効率的な
事務管理を行っている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100213 がん検診フォロー事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん検診予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

がん検診の結果「要精密」と判定された市民
対象

事業内容 肺がん検診は、医療機関で受診状況を把握。大腸がん検診は、精密検査依頼書を発行し、結果を把握。子宮頸が

・ ん検診、乳がん、胃がん検診は、検診結果通知に受診結果調査を同封して、結果を把握。未把握、未受診のもの

活動手段 については、健康課で受診勧奨を行い、適切に受診できるようにする。

目的 必要な精密検査を受診できる。がんを早期に発見し、適正医療を受ける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 がん検診の結果「要精密」と判定された者の内、フォローが必要な者の数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1,191 1,197 1,334

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 要精密者受診率（精密検査受診者数／がん検診の結果「要精密」と判定された者の数） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 60

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 55 58 68

実績値 58 66 54

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 207 254 229

国 0 0 0

上



の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
国の健康増進法及び「がん対策基本計画」に基づく事業であり、制度改正の余地は 胃がんの早期発見から早期治療に繋げていくための重要
少ないが、国から精度管理を求められており、手間が増えている。 な事業であり、継続して実施していく。

官製はがきか電子申請により申し込む方式であり、令和
2年度からスマホからの電子申請が出来るようにしてい
る。

今後の課題としては、内視鏡による検査や、リスク検診
の併用などが他の自治体に広がっており、地域の医師会

効率性 ３ 達成度 ３ とも協議しながら今後の胃がん検診の在り方を検討して
いく必要がある。

説明
委託により、わくわく健康プラザで検診車による集団でのバリウム検査を、効率的
に行っている。受診率を向上させるために、土日の日程も交えて実施している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100214 胃がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民
対象

事業内容 問診・胃部エックス線検査の実施

・

活動手段

目的 胃がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

922 868 840

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 2 2 2

実績値 2 2 2

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,394 5,174 4,921

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,954 1,868 1,879

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 3,440 3,306 3,042
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 953 975 1,028

トータルコスト①＋②　（千円） 6,347 6,149 5,949

単位当たりコスト　（円） 6,884 7,084 7,082

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度



,923 15,311

単位当たりコスト　（円） 7,994 7,973 7,610

目標達成率　（％） 89 100 94

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
国の健康増進法及び「がん対策基本計画」に基づく事業であり、制度改正の余地は 乳がんの早期発見から早期治療につなげる重要な事業で
少ないが、国からは精度管理を求められており、事務の手間が増えている。 あり、継続して実施していく。

官製はがきか電子申請により市に直接、申し込む方式で
あり、令和2年度からスマホでの電子申請も可能にして
いく予定である。

複十字病院、アルテミスウイメンズホスピタル及びわく
わく健康プラザでの検診車による集団検診から希望をと

効率性 ３ 達成度 ３ っているが、希望がかなわない方も多く、受けてくれる
病院を増やすことが喫緊の課題となっている。

説明
平成３１年度は入札により委託費が下がったため効率性が上がっているが、受診者
数が大幅に増えている訳ではない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100215 乳がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

12月31日時点で奇数年齢の40歳以上の女性
対象

事業内容 問診・視触診・マンモグラフィ検診（乳房エックス線検査）の実施

・

活動手段

目的 乳がんの早期発見、早期治療に結びつける

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1,776 1,997 2,012

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率((前年度受診者＋今年度受診者－2年連続受診者)÷今年度対象者数×100) 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 16

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 18 16 17

実績値 16 16 16

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 12,919 14,616 13,933

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 4,679 5,277 5,212

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 8,240 9,339 8,721
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,279 1,307 1,378

トータルコスト①＋②　（千円） 14,198 15



位当たりコスト　（円） 6,495 6,504 6,596

目標達成率　（％） 100 100 85

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
国の健康増進法及び「がん対策基本計画」に基づく事業であり、制度改正の余地は 子宮頸がんの早期発見から早期治療に繋げていくための
少ないが、国からは精度管理を求められており、事務の手間が増えている。 重要な事業であり、継続して実施していく。
アルテミスウィメンズホスピタル、長生医院、ペルフェ滝山マタニティクリニック 受診率の向上が課題である。
、松岡レディスクリニックから選択してもらい、実施している。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
受診率の目標を上げたが、実績が下がってしまい、達成度が下がる結果となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100216 子宮頸がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

12月31日時点で奇数年齢の20歳以上の女性
対象

事業内容 問診・視診・内診・子宮頚部の細胞診の実施

・

活動手段

目的 子宮頸がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1,737 1,796 1,734

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率((前年度受診者＋今年度受診者－2年連続受診者)÷今年度対象者数×100) 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 11

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 12 12 13

実績値 12 12 11

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 10,436 10,817 10,527

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 3,780 3,905 4,020

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 6,656 6,912 6,507
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 845 864 911

トータルコスト①＋②　（千円） 11,281 11,681 11,438

単



ある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
健康増進法及び国の「がん対策基本計画」に基づく事業であり、制度改正の余地は 肺がんの早期発見から早期治療に繋げていく重要な事業
少ないが、国から精度管理を求められてきており、事務の手間が増えている。 であり、継続して実施する。
市内の実施医療機関に直接に申し込み受診する方式で効率的に実施しており、読影
会に無償で事業者が協力してくれている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
受診者数はわずかに増えたが、効率性及び達成度には変わりはない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100217 肺がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民
対象

事業内容 問診・胸部Ｘ線検査（全員）、喀痰細胞診検査（医師が必要と認めた者のみ）の実施

・

活動手段

目的 肺がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

468 405 420

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 1 1 1

実績値 1 1 1

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,029 2,651 2,778

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,097 957 1,061

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,932 1,694 1,717
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 910 931 981

トータルコスト①＋②　（千円） 3,939 3,582 3,759

単位当たりコスト　（円） 8,417 8,844 8,950

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地が



令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
健康増進法及び国の「がん対策基本計画」に基づく事業であり、制度改正の余地は 大腸がんの早期発見から早期治療に繋げていくための重
少ないが、国から精度管理を求められており、事務の手間が増えている。 要な事業であり、継続して実施していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
特定健診と同時に受けられるようにしていることで、効率がよいため、他のがん検
診に比べて受診率が高くなっている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100218 大腸がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民
対象

事業内容 便潜血検査（2日法）の実施

・

活動手段

目的 大腸がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

13,390 12,966 12,597

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 28

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 32 31 31

実績値 30 29 28

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 8,045 7,636 7,362

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,914 2,757 2,812

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 5,131 4,879 4,550
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 425 434 458

トータルコスト①＋②　（千円） 8,470 8,070 7,820

単位当たりコスト　（円） 633 622 621

目標達成率　（％） 94 94 90

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □



11,307 11,165 12,379

目標達成率　（％） 100 120%以上 78

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
問診と、B型及びC型肝炎ウイルスの血液検査を行うもので、40歳になる市民には個 B型及びC型肝炎ウイルスによる慢性肝炎から肝臓がんな
別通知し、41歳以上で検査を過去に受けていない方は、広報等を見て市に申し込む どの疾病を併発することが多いため、早期発見から早期
方式で実施している。検査は市内の医療機関で受ける。 治療に繋げていくことが重要であり、継続して実施して

いく。

効率性 ２ 達成度 １

説明
国民健康保険の被保険者は、特定健診に併せて受診できるようにするなど効率的に
実施しているが、目標値を上げたが実績が落ちてしまい、効率性・達成度ともに下
がる結果となっている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100219 肝炎ウイルス検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民で、過去に肝炎ウィルス検診を受けたことのない者
対象

事業内容 特定健診・後期高齢者健診、無保険者健診と同時実施（40歳以上は、過去に肝炎ウィルス検診を受けたことのな

・ い者）、被用者保険等の加入者

活動手段

目的 肝炎ウイルス感染を早期に発見し、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 40歳の受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

290 351 280

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 18

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 18 18 23

実績値 18 23 18

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,979 2,590 2,064

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,027 1,656 1,615

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 952 934 449
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,300 1,329 1,402

トータルコスト①＋②　（千円） 3,279 3,919 3,466

単位当たりコスト　（円）



41

単位当たりコスト　（円） 3,131 3,133 3,156

目標達成率　（％） 98 98 96

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
結核の早期発見のために、対象者の胸部レントゲン検査を実施する事業であり、65 日本は結核の中まん延国であり、結核の感染拡大を予防
歳以上は結核健診として実施している。 するためにも継続して実施ていく。

若年者の結核対策は保健所からも指摘されており、今後
の課題である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
65歳以上の国民健康保険の被保険者と後期高齢者は、特定健診に併せて効率的に受
けることが出来るため、受診率も高くなっている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100220 特定健康診査に伴う追加項目健診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 感染症予防法（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

節目年齢（40・45・50・55・60歳）・65歳以上の東久留米市国民健康保険加入者、後期高齢者医療被保険者
対象

事業内容 市内指定医療機関にて個別健診・特定健診時に胸部レントゲンを実施。

・

活動手段

目的 病気の早期発見、治療を行う（胸部疾患）。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

14,254 14,260 14,115

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 48

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 50 50 50

実績値 49 49 48

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 42,944 42,951 42,719

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 15,553 15,506 16,315

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 27,391 27,445 26,404
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,690 1,728 1,822

トータルコスト①＋②　（千円） 44,634 44,679 44,5



□ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
健康増進法に基づき、骨粗しょう症予防のために実施している。 特に更年期の女性が自分の骨密度を知り、運動や食事を
5歳刻みで対象となる方が、官製はがきか電子申請により市に直接に申し込む方式 意識してもらうことは将来の介護予防にも繋がるもので
であるが、令和元年度からはスマホからの電子申請が出来るようにして事務改善を あり、継続して実施してく必要がある。
図った。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
わくわく健康プラザでの集団検診で、効率的に実施できており、受診者も増加傾向
にある。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100221 骨粗しょう症検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国） 骨粗しょう症検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

20、25、30、35、40、45、50、55、60、65歳の女性
対象

事業内容 12月に広報で募集。はがきで申し込み、わくわく健康プラザにて問診、骨密度測定。結果を医師が判定し、当日

・ 渡す。

活動手段

目的 早期発見と骨粗しょう症の予防

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

61 81 91

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 1 1 1

実績値 1 1 1

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 148 176 193

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 136 176 193

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 12 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 451 461 486

トータルコスト①＋②　（千円） 599 637 679

単位当たりコスト　（円） 9,820 7,864 7,462

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある



18,411

目標達成率　（％） 89 86 83

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
国の健康増進法に基づき、生活保護等の無保険者を対象として健康診査を実施する 生活保護者等の健康診査の機会を確保するために必要な
事業であり、制度改正の余地は特にない。 事業であり、継続して実施していく。

福祉総務課と連携を深めながら、受診率を高める工夫を
加えていく。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
生活保護世帯等を対象としているため自己負担は無料。しかし受診率目標に及んで
いないため、達成度は2となっている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100222 無保険者健康診査事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の生活保護受給者及び中国残留邦人
対象

事業内容 ・対象者には個別通知

・ ・市内指定医療機関にて個別健診実施（問診、身体計測、診察、血圧、血液検査（血糖、脂質、肝機能）、尿検

活動手段 　査、貧血、心電図（一部））

目的 病気の早期発見、治療を行う。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

511 503 487

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 29

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 35 35 35

実績値 31 30 29

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,267 6,351 6,233

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 3,916 4,132 4,117

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 2,351 2,219 2,116
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,535 2,592 2,733

トータルコスト①＋②　（千円） 8,802 8,943 8,966

単位当たりコスト　（円） 17,225 17,779



持

説明 総合評価（課題・方向性）
対象年齢の市民の歯と歯ぐきの健診事業であり、歯科医師会に委託して実施してい わくわく健康プラン東くるめ（第二次）（平成28年度～
る。 令和6年度）において、成人歯科健診の受診率向上の取

組みを掲げており、継続して実施する必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
自己負担金500円を設定している。平成３１年度に介護保険のケアマネジャー連絡
会に出席し、担当する要介護者等の検診を促すなどの取組みも新たに行ったが、受
診者数には大きな変動はなかった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100223 成人歯科検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国） 成人歯科検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民40～75歳の節目(5歳刻み)男女
対象

事業内容 問診と歯と歯ぐきの診断を実施する

・

活動手段

目的 市民の歯と歯ぐきの健康のため

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

872 865 854

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 7

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 7 7 7

実績値 7 7 7

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 7,528 6,816 6,876

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,841 2,578 2,561

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 4,687 4,238 4,315
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 425 434 458

トータルコスト①＋②　（千円） 7,953 7,250 7,334

単位当たりコスト　（円） 9,120 8,382 8,588

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維



7 177,776 194,566
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 13,002 14,623 15,418

トータルコスト①＋②　（千円） 235,271 216,074 232,577

単位当たりコスト　（円） 10,747 10,235 11,629

目標達成率　（％） 95 100 97

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
予防接種法に基づき、市に予防接種を実施する義務があり、市民は接種を受ける努 市町村にとっての義務的な事業であり、継続して実施す
力義務がある。A類疾病については、幼児期から学齢期に定期接種を受けており、 る。
接種率を高めることが市としての役割でもある。 平成31年度から3年間は、風疹の第5期を実施していくこ
制度改正が多く、近年でもB型肝炎、子宮頸がん予防ワクチン（現時点で積極勧奨 とに加え、令和2年10月からロタウイルスワクチンの定
は行わないこととされている）などが追加され、平成31年度は、風疹の第5期が施 期接種が始まり、令和3年度は年度
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年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100224 予防接種事業（Ａ類疾病）
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）予防接種法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内に住所を有する者で、各予防接種において定められている年齢にある者
対象

事業内容 予防接種法に基づき、BCG、四種混合、三種混合、二種混合、B型肝炎、Hib、小児用肺炎球菌、

・ MR（麻しん風しん）、水痘、日本脳炎、子宮頸がんの各ワクチンを集団または個別接種で実施。

活動手段 対象者へ標準接種時期に個別通知。※子宮頸がんは、現在積極的勧奨を差し控えている。

目的 予防接種の普及促進を図り、伝染病の発生及びまん延を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 接種者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

21,892 21,112 19,999

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 95

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 95 95 95

実績値 90 95 92

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 222,269 201,451 217,159

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 23,712 23,675 22,593

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 198,55



①＋②　（千円） 43,616 45,091 46,430

単位当たりコスト　（円） 3,267 3,336 3,463

目標達成率　（％） 94 94 97

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
予防接種法に基づき、市が実施する義務がある。B類疾病は、高齢者の季節性イン 市町村にとっての義務的な事業であり、継続して実施し
フルエンザと成人用肺炎球菌ワクチンの定期接種である。 ていく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
B類疾病の定期接種は、どちらも個別接種方式により、地域の医師会と契約を締結
し、受け入れ可能な医療機関で実施している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100225 予防接種事業（Ｂ類疾病）
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）予防接種法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市に住所を有する者で、各予防接種において定められている年齢にある者
対象

事業内容 ①季節性インフルエンザ予防接種:10月から翌年1月に対象者に同ワクチンの個別接種を実施。

・ ②成人用肺炎球菌予防接種:対象年齢の方に個別通知を送付。対象者に同ワクチンの個別接種を実施。

活動手段

目的 予防接種の普及促進を図り、伝染病の発生及びまん延を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 接種者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

13,349 13,517 13,409

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 35

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 35 35 35

実績値 33 33 34

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 39,066 40,216 41,291

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 39,066 40,216 41,291

人件費（理論値）②　（千円） 4,550 4,875 5,139

トータルコスト



2,914

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 379 1,320 0
一般財源

一般財源 0 0 △267

人件費（理論値）②　（千円） 151 1,773 1,869

トータルコスト①＋②　（千円） 909 7,105 4,516

単位当たりコスト　（円） 13,773 30,494 34,212

目標達成率　（％） 114 99 117

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
風しん第5期はA類疾病に位置付けられているが、この事業は都独自の上乗せ事業で 令和3年度までは風しん第5期の予防接種を補完するかた
、妊娠を希望する助成及びその配偶者や同居人を対象とする。風しんの免疫保有率 ちで継続して実施していく。
は他のA類疾病と比較して10％ほど低くなっており、妊婦が罹患すると新生児に聴 2021年に延期されたオリンピック・パラリンピック競技
覚等の障害が高率で発生するため実施している。 大会で外国から多くの観光客が訪れるため、まん延防止

の予防で国が主導している予防接種であり、こ
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成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100226 先天性風しん症候群対策予防接種事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （都）医療保険政策区市町村包括補助事業実施要綱

（市）風しん等ワクチン（先天性風しん症候群対策）接種事業実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市に住民登録があり、過去に風しん含有ワクチンを２回以上接種していない19歳以上の妊娠を予定又は
対象

希望する女性またはその同居者で、風しん抗体価が基準値を下回る方

事業内容 麻しん風しん混合ワクチン又は風しん単独ワクチンの個別接種を実施。

・

活動手段

目的 妊娠中に罹患すると母体から胎児に感染し、胎児が先天性の疾患・障害等（先天性風しん症候群）を生じる恐れ

・ があるため、予防接種を行うことで免疫獲得を進め、先天性風しん症候群の発生を防止する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 接種者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

66 233 132

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 95

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 95 95 95

実績値 108 94 111

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 758 5,332 2,647

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 379 4,012



25 6,929

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,504 5,627 5,933

トータルコスト①＋②　（千円） 14,905 16,399 15,980

単位当たりコスト　（円） 98,709 65,596 81,117

目標達成率　（％） 120%以上 120%以上 75

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
特定健診とセットで受診することで生活習慣病の重症化を予防できるため、30年度 特定健診を受けるだけで満足してしまう市民がまだ多い
からは特定健診の結果を医療機関から伝える際に動機付け支援を行うようにした。 のが実情であるが、特定保健指導を契機とした一人ひと

りの取組みが重要であり、継続して受診率の向上のため
の工夫を加えながら、実施していく必要がある。
令和2年度からは、2つの医療機関で積極的支援の一部も
行う方向で調整をした。

効率性 １ 達成度 １

説明
第4四半期には新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、積極的
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業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100227 特定保健指導事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

特定健診の結果メタボリックシンドロームのリスクが高く、動機づけ支援または積極的支援対象者と判定された
対象

40～74歳の東久留米市国民健康保険加入者

事業内容 対象者には個別通知。メタボリックシンドロームのリスクにより、動機づけ支援または積極的支援に分かれ、生

・ 活習慣改善のための指導を6か月間実施。直営と2社に委託して実施。

活動手段

目的 メタボリックシンドロームや予備軍を選び出し、生活習慣改善のための指導を行い、生活習慣病を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 特定保健指導利用者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

151 250 197

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 特定保健指導実施率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 18

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 11 15 24

実績値 14 23 18

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 9,401 10,772 10,047

国 1,324 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,324 3,347 3,118

（実績額）」に その他 6,753 7,4



ルコスト①＋②　（千円） 138,984 131,833 134,441

単位当たりコスト　（円） 13,457 12,902 13,696

目標達成率　（％） 98 100 96

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
国民健康保険の保険者に義務付けられている健診事業で、市の保健衛生施策のベー 地域における市民の健康問題の課題を抽出する役割もあ
スとなるデータを得ることが出来る。健診データの解析ソフトも更新されており、 る市にとっての重要事業であり。継続して実施していく
データヘルス計画の策定に活かすことが出来る。 。

生活習慣病の予防のためには40歳未満の若年層の健診が
重要だと言われており、希望する市民もいるので、将来
的な課題である。
令和2年度中に、第三期特定健康診査等実施計画（平成3
0年度～令和5年度）の中間見直しを実施していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
40歳以上の対象者で希望する者には、肝炎ウイルス検診を無料で（過去未受診者の
み）、胸部エックス線撮影、大腸がん健診は自己

　

負担有で、健診と同時

令

に受けられ
るようにし

和

ている。
東京都平均に

2

比べると、受診率は高

年

くなっている。

度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100228 特定健康診査事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40～74歳の東久留米市国民健康保険加入者
対象

事業内容 メタボリックシンドローム予防のための健診として、対象者には個別通知をし市内指定医療機関にて個別健診実

・ 施。健診内容は高齢者医療確保法に基づき実施。

活動手段

目的 メタボリックシンドロームや予備軍を早期に発見し生活習慣病を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

10,328 10,218 9,816

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 50

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 50 51 52

実績値 49 51 50

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 133,068 125,785 128,064

国 18,908 0 0

上記「事業費 特定財源 都 18,908 39,688 39,738

（実績額）」に その他 95,252 86,097 88,326

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,916 6,048 6,377

トータ



46 11,810

目標達成率　（％） 97 97 93

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
後期高齢者医療の被保険者を対象とした健診事業であり、後期高齢者人口の伸びに 健診から得られたデータを元に、後期高齢者の健康維持
応じて年々受診者数も増えている。 、ひいては健康寿命の延伸にも繋げていくことが出来る

重要な事業であり、継続して実施していく必要がある。
データの有効な解析に基づく企画を保健医療職が立て、
後期高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的に実施す
ることが、今後の課題となっている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
広域連合の指導のとおりに26市で唯一、自己負担金500円を設定しているが、広域
連合のデータヘルス計画の目標値に近い受診率を達成している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 100229 後期高齢者健康診査事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 秋山　悟

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

後期高齢者医療被保険者（75歳以上の方、65歳以上で一定の障害がある方）
対象

事業内容 対象者には個別通知。市内指定医療機関にて個別健診実施。

・

活動手段

目的 病気の早期発見、治療を行う。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

8,787 9,191 9,418

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 56

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 58 58 60

実績値 56 56 56

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 97,906 101,909 104,848

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 54,031 55,973 57,483

係る財源 特定財源に伴う一般財源 43,875 45,936 47,365
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,916 6,048 6,377

トータルコスト①＋②　（千円） 103,822 107,957 111,225

単位当たりコスト　（円） 11,815 11,7


